



























長さ 50 ～ 300km 程度、幅 20 ～ 50km 程度の強い降水をともなう雨域。」
 気 象 庁 WEB サ イ ト「天 気 予 報 で 用 い る 用 語」「降 水」（https://www.jma.go.jp/jma/
kishou/know/yougo_hp/kousui.html）（2019 年 09 月 28 日アクセス）
（ 2 ）「線状降水帯」に関する詳細は、気象庁気象研究所・予報研究部・第三研究室室長でい↗
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。東日本大震災発生後の 2011 年 8 月には、「個人債務者の私的整理に
関するガイドライン」が、研究会により作成され、公表されている。また、
一般社団法人全国銀行協会は、2015 年 12 月に「自然災害による被災者の











↘ らっしゃる加藤輝之先生の「線状降水帯と集中豪雨について」<2019.5.12：第 51 回メソ気




%8D%E6%B0%B4%E5%B8%AF%27）（2019 年 09 月 28 日アクセス）
（ 3 ） 本段落は、WEB ページ「一般社団法人 東日本大震災・自然災害被災者債務整理ガイド




























































（ 4 ） 一般社団法人日本損害保険協会「各社の保険について」「積立型保険」
 （http://www.sonpo.or.jp/member/kakusyasyouhin/tsumitate.html）（2019 年 09 月 28 日
アクセス）
（ 5 ） なお、損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、同保険商品の販売について、「2019 年 10
月 1 日以降始期契約より積立火災保険の販売を終了します。」としている。




























（ 6 ） 自動車損害賠償保障法第 5 条「自動車は、これについてこの法律で定める自動車損害賠
償責任保険（以下「責任保険」という。）又は自動車損害賠償責任共済（以下「責任共済」
という。）の契約が締結されているものでなければ、運行の用に供してはならない。」
 なお、自動車損害賠償保障法第 5 条でいう、「自動車」は、同法第 2 条第 1 項で、下記
の通り、定義される。
 「この法律で「自動車」とは、道路運送車両法第 2 条第 2 項に規定する自動車（農耕作
業の用に供することを目的として製作した小型特殊自動車を除く。）及び同条第 3 項に規
定する原動機付自転車をいう。」





























 損害保険ジャパン日本興亜株式会社「ＴＨＥ すまいの保険」重要事項説明書 2 頁
 （https://www.sjnk.co.jp/~/media/SJNK/files/kinsurance/habitation/habitation_
jyusetsu1910.pdf）
 三井住友海上株式会社「GK すまいの保険（すまいの火災保険）」重要事項説明書 2 頁
 （https://www.ms-ins.com/pdf/personal/importance/kasai/kasai.pdf）
 （ともに、2019 年 09 月 28 日アクセス）




























（ 9 ） 総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査 住宅数概数集計 結果の概要」
 （https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2018/pdf/g_gaiyou.pdf#search=%27%E7%A9%BA

























（10） 民法第 918 条但し書きでは、「相続の承認又は放棄をしたときは、この限りでない。」と
している。





もって、その財産の管理を継続しなければならない。」という民法第 940 条第 1 項に規律
される義務を負う。







律との抵触について述べる。日本国憲法第 29 条第 1 項は「財産権は、こ
れを侵してはならない。」と規定し、国民の「財産権」の保障を規律する。
つまり、何人も、平穏公然に所有権を取得した土地に建物を建て、これを
登記する権利は侵されないわけである。ただし、日本国憲法第 29 条第 2
項では、「財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを
定める。」と規律している。日本国憲法第 29 条第 1 項の規定に基づき、所
有者は自身の「財産権」として、自分が所有する土地に建物を建てること











（11） 建築基準法第 1 条
 「この法律は、「建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の
生命、健康及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。」































 ③ 建築主事は、第 1 項の申請書が提出された場合において、その計画が次の各号のいず
れかに該当するときは、当該申請書を受理することができない。
 一 建築士法第 3 条第 1 項、第 3 条の 2 第 1 項、第 3 条の 3 第 1 項、第 20 条の 2 第 1 項
若しくは第 20 条の 3 第 1 項の規定又は同法第 3 条の 2 第 3 項の規定に基づく条例の規定
に違反するとき。
 二 構造設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第 20 条の 2 第 1 項の建築物の構造
設計を行つた場合において、当該建築物が構造関係規定に適合することを構造設計一級建
築士が確認した構造設計によるものでないとき。
 三 設備設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第 20 条の 3 第 1 項の建築物の設備
設計を行つた場合において、当該建築物が設備関係規定に適合することを設備設計一級建
築士が確認した設備設計によるものでないとき。





 ⑤ 建築主事は、前項の場合において、申請に係る建築物の計画が第 6 条の 3 第 1 項の構
造計算適合性判定を要するものであるときは、建築主から同条第 7 項の適合判定通知書又
はその写しの提出を受けた場合に限り、第 1 項の規定による確認をすることができる。
 ⑥ 建築主事は、第 4 項の場合（申請に係る建築物の計画が第 6 条の 3 第 1 項の特定構造

























 ⑧ 第 1 項の確認済証の交付を受けた後でなければ、同項の建築物の建築、大規模の修繕
又は大規模の模様替の工事は、することができない。




評論社・2018 年、初出・2013 年）21 頁）。
（14） 建築基準法第 7 条
 ① 建築主は、第 6 条第 1 項の規定による工事を完了したときは、国土交通省令で定める
ところにより、建築主事の検査を申請しなければならない。



































































対策とするものである。前述の通り、「空き家」が建築基準法第 9 条第 1
項の規定に違反しているにもかかわらず、所有者が措置を講じなかったな
どの事由があり、特定行政庁が自ら、または第三者により措置が講じられ
（16） 建築基準法第 9 条第 12 項











































































































































石田剛・武川幸嗣・占部洋之・田髙寛貴・秋山靖浩『民法Ⅱ 物権（第 2 版）
（LEGAL QUEST）』（有斐閣・2017 年、初出・2010 年）
石山卓磨（編著）『現代保険法（第 2 版）』（成文堂・2011 年、初出・2005 年）











中原茂樹『基本行政法（第 3 版）』（日本評論社・2018 年、初出・2013 年）





前 田 陽 一・ 本 山 敦・ 浦 野 由 紀 子『民 法 Ⅵ 親 族・ 相 続（第 5 版）（LEGAL 
QUEST）』（有斐閣・2019 年、初出・2010 年）
山本和彦『倒産処理法入門（第 5 版）』（有斐閣・2018 年、初出・2003 年）
吉澤卓哉『保険の仕組み― 保険を機能的に捉える ― 』（千倉書房・2006 年）
加藤晃「保険と自家保険の融合 : 実務家の視点による 3 段階アプローチ」青山学
院大学大学院国際マネジメント学会・国際マネジメント学術フロンティア
センター『国際マネジメント研究』第 5 巻（p.15-p.34・2016 年 3 月）
新田忠誓「会計と保険：リスク・コストの会計学上の扱い」慶應義塾大学商学会
『三田商学研究』第 43 巻第 6 号（p.101-p.111・2001 年 2 月）
吉川吉衛「リスクの構造とリスクマネジメント（2）：リスクと保険の構造（その





険学雑誌』第 609 号（p.117-p.136・2010 年 6 月）
吉澤卓哉「日本の事業会社によるキャプティブ保険会社の設立・利用を巡る法的






また、筆者は、今井薫先生には、今井ゼミ（2002 年度開講の 3 年次の「演習」
科目）を履修した時点から、上記の大学院在籍時を経て今日に至るまでの間、ご迷
惑しかおかけしてこなかったと振り返らざるを得ない。まずもって、深くお詫び申
し上げます。
今井先生には、研究者として具備すべき「深く広い教養と語学力、そして、懐の
深さ」の必要性を教わったと考える。筆者自身の浅学と研究者・教育者としての姿
勢を省みて、精進して参る所存である。
改めて、今井先生より賜った学恩に深謝申し上げる。
（399） 97
一戸建て住宅の所有者を対象とした「積立保険契約への加入」制度の検討について
